
経済研究
Vo1．55，　No，2，　Apr．2004

特集：ロシアの経済成長
　　資源依存から多様化へ

ロシア経済と天然資源

栖　原　学

　ソ連崩壊以降のロシアの市場形成過程において，かつての軍事大国を支えた機械工業などの多くの

部門が没落する一方で，石油・ガス部門は，その重要性を増していった．とりわけ1998年の経済危機

以後の回復過程において，同部門は主要な駆動力として経済を牽引した．このように，短期的に見た天

然資源部門の重要性は明らかであるが，最近における世界の鉱物資源国の実績からして，同部門の存

在は，かえってロシア経済に災厄をもたらす可能性がある．二つの主要な理由を挙げれば，一つには，

天然資源産業が稼得する経済レソトの分配をめぐって社会的混乱がもたらされる危険性があるという

ことであり，また天然資源の輸出によって為替レートが上昇し，天然資源以外の産業に打撃を与える

可能性があるということである．ロシアが持続的な経済発展を遂げるためには，これらの困難に対処

しなければならないだろう．

1．はじめに

　1998年通貨金融危機後のロシア経済は，好調

である．国内総生産（GDP）の低下基調は，同年

のマイナス5，3％を最後に，増大へと方向を転

じた．経済体制の転換に伴う生産の低下が一ま

ず終了し，ようやく回復期に入ったと考えるこ

とができる．1999年から2002年までの平均成

長率は6．4％ほど，特に2000、年には，10．0％と

いう高い成長を記録した．このようなロシア経

済の回復に，天然資源の生産が大きな寄与をし

ていることは，しばしば指摘されるところであ

る．急速な自由化に特徴づけられるロシアの市

場経済化過程において，かつての軍事大国を支

えた機械工業をはじめとする多くの産業部門が，

競争力の欠如を露呈して没落していった．その

一方で，天然資源部門とりわけ石油・ガス部門

は，ロシア経済を下支えする基幹部門としての

役割を強めた．特に1999年以降の原油価格の

上昇は，ロシア経済における同部門の重要性を

いっそう際立たせることとなった．その一方で，

一次産品への依存の高まり，すなわち経済の

「原始化」は，その脆弱性の増大を意味するとし

て，石油・ガス部門の比重増大を懸念する向き

も多い．本稿は，このような天然資源部門，と

りわけ石油・ガス部門に光をあて，そのロシア

経済における意義を考える．以下，第2節にお

いては，ロシアの石油・ガス部門の現状を概観

するが，最初にその生産，価格，また市場構造

について簡単に述べ，続いて同部門のロシア経

済におけるウェイトを明らかにする．第3節で

は，ロシア経済の石油やガスに対する依存が，

その長期的発展にとってどのような意味をもつ

のかを考える．そのために，まず天然資源依存

型経済の発展に関する文献を簡単にサーヴェイ

し，次にそこから得られる知見のロシア経済に

対する適用を試みる．第4節では，以上の議論

を総括して結論を導く．

2．石油・ガス部門の現状

2．1　生産・価格・市場

　ロシアにおける原油生産は，そのGDPの増

減とほぼ軌を一にして変動してきた．すなわち

原油の生産は，1987年における5億6950万ト

ンをピークに減少を続け，表1に見るように

1996年には3億0123万トンへと，ほぼ半減し

た（87年のレベルの52．9％）．その後数年，生産

は横ばいの状態であったが，1999年からは力強

い増加を見せ始めて現在に至っている．生産低

下の原因としては，国内経済全体の不振による

需要低下に加え，投資不足による生産能力の低

下をあげることができる．特に，原油生産がそ
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表1．石油・天然ガスの生産と価格

原油 石油製品 天然ガス

100万t 増加率（％） 価格（＄） 100万t 増加率（％） 10億m3 増加率（％） 価格（＄）

1990 516 一1．0 23．0 298 一〇．7 641 6．8 73．3

1991 462 一10．4 19．4 286 一4．0 643 0．4 108．3

1992 399 一13．6 19．0 256 一10．5 641 一〇．4 85．1

1993 354 一11．4 16．8 223 一12．9 618 一3．5 93．5

1994 318 一10．2 16．0 186 一16．6 607 一1．8 83．3

1995 307 一3．4 17．2 182 一2．2 595 一1，9 97．1

1996 301 一1．8 20．4 176 一3．3 601 1．0 99．0

1997 306 1．5 19．3 177 0．6 571 一5．1 96．1

1998 303 一〇．8 13．1 164 一7．3 591 3．6 80．8

1999 305 0．6 18．0 169 3．0 592 0．0 65．1

2000 324 6．0 28．2 173 2．4 584 一1．3 124．3

2001 348 7．6 24．3 179 3．5 581 一〇．5 139．4

2002 380 9．2 25．0 185 3．4 595 2．4 96．0

注）原油は，ガスコンデンセートを含む．ガスは，石油ガスを含む．原油価格は，バーレルあたり世界各市場平均価格，

　天然ガス価格は，1000立方メートルあたりロシア産ガス価格．価格は，いずれも米国ドル表示．

出所）「〔｝cKoMcTaT（1996b，　cTp，283－284）；（1998a，　cTp．318）；（1998b，　cTp．399－401）；（2002a，　cTp．172）；（2002b，　cTp．361－

　362＞；（2003a，　cTp．186）．IMF，∫痂θγη漉。ηα1　Fゴηαηfゴα1　S‘α’競ガ‘∫．

れまでの大規模油田から諸地域に分散した小規

模油田へとシフトするにつれ，て，インフラ投資

の増大や生産効率の低下といった諸問題が生じ

ることとなった．

　最近における原油生産量増大の主たる原因は，

1999年夏頃から始まった原油価格の急激な上

昇（表1参照）であると考えられる．それがロシ

アの石油企業に収入の増加をもたらし，さらに

その収入増が増産のための投資を惹起して原油

生産の回復がもたらされた（Sagers，2001，　p．

154）．さらには，プーチン政権の誕生によって

経済が安定化し，それが民営化された石油企業

の経営者に対する長期的な生産投資への誘因と

なったとも考えられる．噺たに生産が開始され

た油田数は，1998年には20に過ぎなかったも

のが，1999年には36，そして2000年には43へ

と増大した（瓢3｝A，2002，CTP．87）．

　現在ロシアにおいては，100を超える企業が

石油生産に携わっているが，その圧倒的部分は，

探査，生産，精製，流通，小売までを垂直的に

統合する10ほどの大企業によって担われてい

る．これらの垂直統合企業が，たとえば2000

年においては，原油のおよそ90％，石油製品の

およそ80％を生産した1）（垣3A，2002，　cTp．78）．

多くの上記石油企業は，拙速かつ不明朗であっ

たと批判されるロシアの民営化の結果生まれた

ものであるが2），現在でもいくつかの企業は，

企業統治の欠陥，少数株主の権利の無視，情報

開示の欠如をしばしば指摘され，る．

　原油の輸送にはパイプラインが使われること

が多いが，このパイプライン輸送を独占するの

が国営企業のトランスネフチである．同社は，

5万kmにおよぶ石油パイプラインをもち，ロ

シアで生産され，た石油の90％以上を輸送する．

パイプラインの独占は，国家が石油企業をコン

トロールする手段の一つとなっている．現行法

によれば，パイプラインは国家に所属し，民間

主体が所有することはできないとされる
（JIHyxTo，2003，　cTp．140）．

　石油製品の生産動向も，ほぼ原油と同様であ

るが，天然ガスについては，状況がすこし異な

る（表1参照）．ロシアにおける天然ガス生産は，

1991年に6434億立方メートルと最大を記録し

たのち，石油生産ほどの落ち込みを見せず，ほ

ぼ横這いあるいは微減傾向が続いている．ガス

が石油ほどの生産低下を見せていない最大の理

由は，国内のガス需要が，石油ほど落ち込まな

かったことであろう．たとえば，ソ連崩壊後，

電力生産の低下はロシアのGDPにくらべると

ずっと小さかったが，電力産業は，特にヨーロ

ッパロシア部においてその生産の70％以上を

ガスによる火力発電に依存している（瓢3A，
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表2．天然ガスの国際価格と国内価格（1000m3あたり）

1991 1992 1993 1994 1995 1996

輸出価格（＄）

蒼煢ｿ格（R）

ｯ（＄）

9L8

T2

P0．4

89．7

P，100

@2．7

　88．3

Q1，875

@17．6

　83．0

V3，773

@21．6

　95．0

Q57，151

@55．7

　93．5

Q89，176

@52．2

国内価格／輸出

ｿ格（％）
11．3 3．0 19．9 26．0 58．6 55．8

1997 1998 1999 2000 2001

輸出価格（＄）

蒼煢ｿ格（R）

ｯ（＄）

　99．5

R27，000

@54，9

82．2

R38

P6．4

62．1

R71

P3．7

116

R90

P3．7

136

S60

P4．5

国内価格／輸出

ｿ格（％）
55．2 20．0 22．1 11．8 10．7

　注）

　出所）　M3A（2002，　CTP．155）．

2002，cTp．133）．表1には，天然ガス価格の動

向も示されているが，ガス価格は，半年から1

年のタイムラグで原油価格を追いかけるともい

われている．

　ガス生産に関する市場構造は，石油とはかな

り異なる．たとえば2000年において，ロシア

のガスの90％が，独占企業といってよいかスプ

ロムによって生産されている．同社は民営企業

であるが，その株式の1／3以上を依然として国

家が保有している．またガスプロムは，生産ば

かりでなく，実質的にすべてのパイプラインも

コントロールしている点で，石油企業よりも強

い立場にあるといえる．ガスプロムは，ロシア

でもっとも多額の租税負担をしている企業であ

り，連邦財政収入の20－25％をまかなっている

といわれる（瓢3A，2002，　cTp．134－135）．

　2003年夏におけるロシア政府の見通しによ

れば，原油生産は現在の回復基調が続き，2010

年には4億4500万トン程度に増大したのち漸

増状態に移って2020年には4億5000万トンに

なると見込まれ，る（瀕HHHcTepcTBo　gHepFeTHKH，

2003，CTP．62）．これは，以前の政府見通しから

見ると，相当強気の展望である（N∂A，2002，CTP．

90）．最近のロシア政府の自信のあらわれかも

しれない．また天然ガス生産は，ほぼ一定テン

ポの増加が続き，2010年には6350億立方メー

トル，2020年には6800億立方メートルの生産

が見込まれている価HH阿cTepcTBo∋HepreTHKn，

2003，cTp．72－73）．

輸出価格は，欧州向け，国内価格は，産業向け．2001年は，同年前半のみ．
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　表2は，天然ガスの国内価格

と国際価格およびその比率を示

したものである．表に見られる

ように，ガスの国内価格は，輸

出価格にくらべると大幅に低い．

石油価格も，ガスほどではない

が，国内価格は輸出価格をかな

り下回っている．1992年には

原油の国内価格は輸出価格の

10％以下であったが，ガスと同

様その値は次第に上昇した．

1997－98年には，その値はおよ

そ70％ほどとなったが，その後

再び下落し，2001年で40％程度である（赫3A，

2002，CTP．92）．ロシアにおける原油および石油

製品の価格は，1992年9月以降，原則として市

場によって決定されることとなり，1995年に形

式上，完全に自由化された．しかしながら，政

府による輸出割当（1995年廃止）や輸出税の賦

課（1992年1月に導入され’たが，1996年7月に

廃止．しかし1999年1月にプリマコフ政権に

よって再導入），あるいはパイプライン輸送ア

クセス割当などによる実質的な輸出規制，さら

には1998年における原油および石油製品の国

内向け供給分に関する政府規制の再導入などに

よって，事実上，政府による間接的な統制下に

あるといえよう．他方ガスの価格は，現在にお

いても政府によって直接的に決定されている．

こうした事情で，国内価格と国際価格に大幅な

乖離が生じているのである．西側主要国や国際

金融機関は，このような価格規制に対して否定

的な見解をもち，エネルギー価格の規制は，と

りわけエネルギーの効率的な利用を促すために

撤廃されるべきであると主張している．この問

題については，のちにロシア経済の発展展望と

の関連において触れることにしよう．

2．2　ロシア経済における石油・ガス部門のウ

　　エイト

　この項では，石油・ガス部門のロシア経済に

おけるウェイトを，表3を参照しながらさまざ

まな側面から検討しよう．まず雇用面であるが，
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表3．ロシア経済における石油・ガス部門のウェイト（％）

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

　　　　　　　　　付加　　付加
雇用　　賃金　　利潤　価値（a）価値（b）　投資　　輸出　　財政

0．4

0．4

0．4

0．5

0．5

0．6　　　　　1．7　　　　　8．3

0．7　　　　　2．0　　　　　8．6

0．7　　　　　2．3　　　　　8．1

0．8　　　　　2．3　　　　　7．0

0．7　　　　　2．7　　　　　9．2

0．8　　　　　3．1　　　　11．4

0．9

　　　　　　10．5

　　　　　　9．7

　　　　　　14．7

　　　　　　13，9

　　　　　　11。4
5．6　　　　15，8　　　　12．7

6．O　　　　l7．5　　　　13．2

5．9　　　　16．1　　　　13．7

5．5　　　　14．8　　　　10．9

7．2　　　　19．6　　　　13．0

8．8　　　　24．3　　　　17．7

　　　　　　18．3

　　　　　　19．6

36．9

42．3

443

37．8

39．9

50．3

50．9

50．5

22．3

38．3

34．1

35．5

39．2

40．6

注）　空欄は，不詳．［雇用コは，鉱工業部門就業者／全経済就業者×石油・ガス部門

　生産人員／鉱工業部門生産人員で計算．［賃金］は，国民経済計算体系（SNA）の

　「雇用者所得⊥［利潤］には，減価償却が含まれる．［付加価値（a）］は，鉱工業の

　一部門としての「石油・ガス工業」が作り出す付加価値，［付加価値（b）］は，そ

　れに加えて，石油・ガスに関連する輸送・商業部門が作り出す付加価値を含む．

　［付加価値（a）］の分母は，基本価格表示総付加価値，［付加価値（b）］の分母は，

　市場価格表示GDP．［投資］は，石油・ガス部門の固定資本投資額／総固定資本

　投資額．［輸出］は，石油・ガス部門の輪出額／総輸出額．［財政］は，石油・ガス

　部門の租税負担／連邦政府歳入の意．ただし，負担総額は不明であるので，上表

　の数字は，少なくともその数字以上の意．この点については，本文参照．

出所）就業者数は，rocKoMcTaT（2001a，　cTp．141）；（2002b，　cTp．141）；（2003a，　cTp．

　　78），生産人員は，rocKoMcTaT（1996b，　cTp，78）；（2000a，cTp．1⑪0）；（2002a，　cTp．

　　115）．賃金・利潤・付加価値（a）は，FocKoMcTaT（2000b，　cTp　18－19）；（2001b，

　　cTp．10－11，96－97）；（2002c，　cTp．16－17，124－125）；（2003b，　cTp．16－17）．付加

　　価値（b）は，久保庭（2003，28ページ）；Tabata（2002，　p．615）．投資は，

　　FocKoMcTaT（2001a，　cTp．570）；（2003a，　cTp．326）．輸出額は，「ocKoMcTaT

　　（2003a，　cTp，363）；rocTaMKoM（各年版）；暇日cTaT凹rocKoMcTaT（2001，　cTp．107）；

　　（2002，cTp，　l16）．財政は，　FocKoMcTaT（2000b，　cTp，13，18）；（2001b，　cTp．10，

　　13，96，99）；（2002b，　cTp，531－533）；（2002c，　cTp．11，52，119，160）；（2003a，　cTp．

　　290，292）；（2003b，　cTp．11，16）．

この指標に関するかぎり，同部門のウェイトは

小さい．近年雇用が増大しているとはいえ，表

3に示されているように，総雇用に占める割合

は1％に満たない．一般に，鉱業は資本集約的

であるということからすれば当然であるが，石

油・ガス部門の労働力の面におけるウェイトは

きわめて小さい．それにもかかわらず産業連関

表によると，同部門の雇用者所得（賃金）につい

てのウェイトは大きく，したがって一人あたり

賃金が相対的に高いことがわかる．たとえば

1995年において，石油・ガス部門の就業者は，

経済全体の平均の3倍弱，2000年で4倍弱の賃

金を得ている．別の資料によると，特にガス部

門の賃金は，ロシア経済全体の平均額の4．95倍

に達する（FocKoMcTaT，2002b，　cTp．187488）．も

ちろん，石油・ガス部門の生産現場の多くは気

庭，2003，28ページ

　固定資本投資に関する石油・ガス部門のウェ

イトも非常に大きい．表3で見るように，同部

門は，ソ連崩壊後，固定資本投資において常に

11－14％程度のシェアを占めてきたが，特に

1998年危機以降に，そのシェアを大きく伸ば

し，2002年には全体の20％近くとなった．こ

の他部門を圧する石油・ガス部門の投資増大は，

98年危機以降の経済回復の原動力となった．

さらに輸出においても，石油・ガスは相当部分

を占める．総輸出額に占める石油・ガス輸出の

シェアは，1995年の36，9％から2001年の50．9

％へと大きく伸びた．これは，近年の価格上昇

および原油・石油製品輸出量の増大によるもの

である．ロシアの輸出がGDPに占める割合は，

たとえば日本などに比べると相当大きいから，

候や生活環境の面で条件の厳しい場

所であり，平均賃金の高いのは当然

であるとも考えられるが，ソ連時代

の同部門の賃金は鉱工業平均に近か

ったこと，また同部門の次に賃金水

準の高いのが非鉄金属部門（2000年

の賃金は平均の2．78倍）であること

を考えると，輸出による収益の高さ

’が，賃金に反映しているものと見て

よさそうだ．

　同じく産業連関表から得られる利

潤および付加価値について見ると，

石油・ガス部門のウェイトはさらに．

大きく，また賃金と同様，近年特に

上昇していることがわかる．さらに

注目すべきは，石油・ガス生産の関

連部門における付加価値である．石

油・ガス製品は，生産されたあと輸

送されて国内外で販売される．その

際の輸送部門および商業部門で生み

出される付加価値，さらには，石

油・ガス部門が負担する純生産物

税3）をも考慮すれば，石油・ガス部

門は，市場価格表示GDPの16％
（1995年）から24％（2000年）を生み

出していることになるという（久保

　　　　；Tabata，2002，　p．615）．
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近年の石油・ガス輸出がGDPに占める割合も，

15－20％と非常に高いものとなっている．かり

に，ロシアが毎年1億5000万トンの原油を輸

出するとすれ，ば（2002年の輸出量は約1．8億ト

ン），世界市場における原油の1ドル／バーレル

の値上がりは，およそ11億ドルの輸出収入増

加となり（1バーレル＝0．136トンで計算），また

2億トンの輸出量では，14億7000万ドルの収

入増加となるはずである．石油に連動する他の

エネルギー輸出も考慮すれば，1ドルの原油価

格の上昇は，ロシア経済に20億ドルの収入増

加を，そして連邦財政に10億ドルの収入増加

をもたらすだろうといったカシヤノブ首相の言

明も，それほど根拠のないものとはいえないだ

ろう（Rautava，2002，　p．9）．

　石油・ガス部門の財政負担あるいは財政貢献

も，巨大なものであるが，表3における同部門

の財政負担の数値には注釈が必要である．まず，

表3の数値は，石油・ガス部門が負担した「純

生産物税」および「その他の生産税」4）のみが考

慮されている．実際の租税負担としては，この

他に利潤税と天然資源使用料がある．田畑伸一

郎（Tabata，2002，　p．617）によると，この二つの

税を含めた1999年における石油・ガス部門の

総租税負担額は，3019億ルーブルであったとい

うから，同年の連邦財政収入に占める割合は，

49．0％となり，表3の数値のおよそ10％増し

となる．第二の注意点は，表3の数値の分母が，

連邦財政収入であるという点である．連邦財政

は，地方財政との純計である統合財政のおよそ

半分を占めるから，もしも分母を統合財政収入

とすれば，表3の数字はおよそ半分となる．し

かし現在のところ，付加価値税の100％，鉱物

資源採取税5）の80％（石油・ガスの場合），利潤

税の31．25％，輸入税の100％が連邦収入とな

っており，したがって，石油・ガス部門の租税

負担の多くが連邦収入である．現在の石油・ガ

スに関する税制は，あまりにしばしば改変され

ること，税負担が過大で，価格の低かった1990

年代には多くの石油・ガス企業が損失を出しな

がら操業せざるを得ないほどであったこと6），

さらに2002年の税制改革においては，全体と
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して生産量から利潤へと課税対象をシフトさせ

ることが目標の一つであったにもかかわらず，

鉱物資源採取税は依然として利潤ではなく生産

や収入をベースとしていることηなどが批判の

対象となっている．

　以上見てきたことから，石油・ガス部門がロ

シア経済において大きなウェイトを占めている

こと，また近年特にウェイトを増大させている

こと，そしてそれが，98年経済危機からの回復

を助けたことが明らかとなった．しかも同部門

は，前述のとおり，その製品の国内価格が国際

価格よりもはるかに低いものに規制され，また

輸出税等各種手段で石油輸出が抑えられていて，

しかもなおこれだけのウェイトを経済全体に占

めているという点に，注意が必要である．

3．天然資源と長期経済発展

　少なくとも短期的に見れば，天然資源の恩恵

は明らかである．豊かなエネルギー資源の存在

は，ロシアと，たとえばウクライナとの近年の

マクロ経済実績の差を生み出した要因の一つで

あろう．しかし，天然資源への依存の増大は，

そのまま経済の長期的な発展を導くものであろ

うか．本節では，天然資源依存型途上国の経済

発展に関する文献を簡単にサーヴェイしながら，

そこでの議論がロシア経済にとってどのような

意味をもつのかを検討しよう．

3．1　天然資源の賦存と経済発展

　かつて，いわゆる「ステープル理論」が，海

外需要に誘発された一次産品の生産を基礎とし

た経済発展をモデル化して見せた8）．しかしな

がら1970年代以降，天然資源を基礎とした経

済発展に関する楽観論は，経済学の文献におい

て次第に影をひそめていったように思われる．

特に近年は，その傾向が強まっているようだ．

たとえばオーティは，1960－1990年において，

天然資源が豊かな途上国の一人あたり所得の増

加率は，そうでない国の1／3から1／2であるこ

とを明らがにしている（Auty，2001a，　pp．3－4）9）．

途上国にとっての天然資源の存在は，時として，

「呪い（curse）」であるとさえいわれる．
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表4．鉱物資源国の成長実績（一人あたりGDP成長率，％）

1970－80 1980－90 1990－2000

全世界

�謳i国

z物資源国

2．2（121）

Q．1（96）

Q．2（29）

0．8（150）

O．5（122）

黷P．1（35）

1．0（176）

O．9（148）

O．5（32）

注）　表の成長率は，各国の単純平均，また成長率に続く（）

　は，データが得られた国の数．ここで非先進国とは，1990年

　における一人あたりGDPが，10、000米ドル（経常価格）以下

　の国，また鉱物資源国とは，「鉱業」生産付加価値のGDPシ

　ェア（1980，85，90年の値の平均値）が10％・を超える国を意

　味する．鉱業生産シェアのデータは，United　Nations，
　撫’ガ0ηα」、4‘ω～‘ηな　S如’奮’ガ〔書」〃α勿　A997θ9認6S　σηげ

　09翅’詔　7h傭∫，各年版より計算．その他のデータは，

　World　Bank，防〃4　E60ηo励6∫η砒σ’ozs，　CD・ROM2003

　年版より計算．

　しかしそのような文献の多くは，農産物を含

めた一次産品一般を扱っており，本稿が考えて

いるような石油やガス，あるいは鉱石など鉱物

資源のみを対象としているものの数は多くない．

そこで，鉱物資源の豊かな国だけをとりだして，

成長実績を見てみよう．かつてナンカニは，

GDPに占める鉱業のシェアが10％以上，ある

いは輸出に占める鉱業製品のシェアが40％以

上である28力国を，「鉱業経済」と定義した

（Nankani，1979，　p．2）．われわれも，この定義

にならい，GDPに占める鉱業（mining　and

quarrying）のシェアが10％以上である鉱物資

源国に関する最近の成長動向を調べた．それが，

表4であるlo）．この表によれば，鉱物資源国の

成長実績は，1970年代においては平均的なもの

であったが，1980年代には急速に悪化し，一人

あたりGDP成長率はマイナス1％を下回った．

さらに1990年代においても，平均を下回る成

長実績しかあげていない．また図1は，1980年

における鉱物生産シェアと，その後の20年間

における一人あたり年平均GDP成長率との相

関を示している．同座によれば，鉱業生産シェ

アと成長率とのあいだにも，やはり負の相関関

係が存在しているように見える．すなわち大雑

把にいって，天然資源を鉱業に限定しても，い

わゆる「天然資源の呪い」仮説は成立している

ようだ．本来，祝福（blessing）であるはずの天

然資源の存在が，なぜ災厄をもたらすのだろう

か．多くの文献に示されているそのロジックは，

以下の五つに大別できるように思われる．

①天然資源需要および価格の特性

　第二次世界大戦後において，天然資源の存在

が長期的な経済成長にとってマイナスに働く可

能性を最初に指摘したのは，いわゆるプレビッ

シュ＝シンガー仮説であった（Prebisch，1950；

Singer，1950）．この仮説の主張によれば，一次

産品を輸出する途上国は，一次産品に対する需

要の停滞とそれに基づく交易条件の長期的悪化

によって，工業製品の輸出に特化する先進国と

のあいだの経済成長率格差を広げられ，，相対的

な貧困に陥ることになる．したがって途上国は，

図1．鉱物資源国の成長実績
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　％の水準で有意であることを示す，
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一次産品輸出に対する依存を低下させ，資本輸

入に基づく製造業およびインフラストラクチュ

アへの投資によって工業化を促進することが必

要である．こうした考え方が，ラテン・アメリ

カなどで試みられた輸入代替工業化戦略の理論

的基礎となったことはよく知られている．

　ところで，実際に途上国にとっての交易条件

が低下しているかどうかは，現在でも議論の的

となっている11）．しかし第二次大戦後について

みれば，プレビッシュの見解はおおむね正しか

ったといえるのかも知れない．たとえばサック

スによれば，1957年から1994年において，先

進諸国の単位輸出価格に対し，石油を除く一次

産品価格の相対価格はおよそ40％，また石油の

相対価格は24％，低下しているという（Sachs，

1999，p．135）．

②「連関」理論

　天然資源の存在が長期的経済成長にマイナス

の影響を及ぼす可能性の第二は，資源産業は国

内の他部門との関連が希薄であり，したがって

他部門の成長を助ける力が弱いという論理であ

る．こうした考え方が最初に展開されたのは，

いわゆる「ステープル理論」あるいは「輸出ベ

ース理論」においてであった12）．たとえばボー

ルドウィン（Baldwin，1956，　p．165）は，綿花，

茶，ゴムなどのプランテーション生産は，他部

門との連関が薄く，経済発展がもたらされにく

いという．すなわちプランテーションにおいて

は，低賃金で大量の労働力が雇用されるが，こ

うしたかたよった所得分配によって，消費財に

対する需要は必然的に小さくなる．また，プラ

ンテーションに必要な資本財は輸入されること

が多く，他方その製品の加工は海外で行なわれ

がちである．

　ボールドウィンらの考えは，前方連関，後方

連関という概念で知られたハーシュマンによっ

て，さらに彫琢を受けた．彼は，プランテーシ

ョン農業ばかりか鉱業の生産連関効果が弱いこ

とを指摘し，それらが一国の経済の「飛び地

（enclave）」となる傾向を指摘している（ハーシ

ュマン，1961，190ページ）．さらにハーシュマ
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ンは，「連関」の考え方を，生産から最終消費や

財政にも拡大したが（Hirschman，1981，　pp．65－

75），鉱業の場合には，そのレソトの多くを国家

が吸収することになるから，特に「財政連関」

が重要であると考えられる．

③レソトとその分配

　弱体な公的制度，政治的不安定性，高いレベ

ルの腐敗，極端に不平等な所得分配，政治的・

社会的信頼感の欠如といったいわば社会的要因

が，貧弱な経済成長実績に結びついていること

については，最近の研究者のあいだで一般的な

合意が成立しているように思われる．こうした

研究分野におけるキー・ワードは，「社会関係

資本」と「取引費用」であるといえるだろう．

社会関係資本とは，「信頼，規範，ネットワーク

など，協調的な行動を促進することによって社

会の効率性を改善するような社会的組織化の諸

特質を指す」（Putnam，1993，　p．167）が，天然資

源の生産によって生み出されるレソトが，こう

した社会関係資本の蓄積を妨げ，あるいはそれ

を破壊し，交換に伴う摩擦ともいうべき取引費

用を高めることによって経済成長を阻害すると

いうのが，ここでのロジックである13）．

　たとえばレーンとトーネル（Lane＆Torne11，

1996）は，豊かな資源がレソト・シーキング行

動を生み，レソトをめぐる激しい競争が結局の

ところ経済的非効率をもたらすプロセスをモデ

ル化した．またウールコックら（Woolcockθ’

α1．，2001）は，前述のボールドウィンらの議論を

踏襲した上で次のように論じた．すなわち，プ

ランテーション作物（綿花，砂糖，タバコ），石

油，硬鉱物などの天然資源への一点集中型

（point・source）経済は，社会の二極化傾向を生

み出しやすく，こうしたタイプの経済が外的な

ショックに直面した場合，それを克服するため

の国家的な目標とそのための国民の合意を形成

することが困難なために社会的な摩擦が強まり，

それが経済成長の低下をもたらす．

④オランダ病

　この名称は， よく知られているように，1960
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年の天然ガス資源の発見が，かえってオランダ

経済に災厄をもたらした事実にちなむ．すなわ

ちオランダは，とりわけ1970年代に，インフレ

の昂進，製造業製品の輸出低下，成長率の低下，

失業の増大といった諸問題に苦しむこととなっ

た．1970年代および1980年代初頭の石油価格

上昇は，たとえばサウジアラビア，ナイジェリ

ア，メキシコといった産油国にも同様の問題を

もたらし，さらにこれが，一次産品の輸出増大

だけでなく，さまざまな形の大量の外貨流入に

よって生じる一般的な「病気」であることが認

識されるようになった（Corden＆Neary，
1982）．

　いわゆるオランダ病が発生するメカニズムは，

以下のようなものである．一次産品のブームに

よる輸出収入の増大は，次の二つの経路によっ

て実質為替レートを上昇させる．一つは，外貨

の流入によって外貨価格の低下，すなわち為替

レートの切り上げがもたらされるという経路で

あり，もう一つは，輸出収入が財・サービスに

対する需要を増加させ，特に（貿易財と異なり，

国際市場でその価格が決定されるわけではな

い）非貿易財，すなわち賃金などのサービス価

格を上昇させる．このような国内のインフレは，

他の事情が同じであれ，ば，実質為替レートの上

昇を意味する．こうしてもたらされた為替の上

昇は，輸出一次産品生産部門以外の輸出財部門

の競争力を低下させ，その生産を阻害すること

によって，かえって経済全体に悪影響を及ぼす

ことになる．サックスら（Sachs，1999；Sachs

＆Warner，1995；2001）は，このロジックを用

いて天然資源の呪いを説明している．

⑤天然資源と政策の失敗

　これまでの説明は，いわば豊富な天然資源を

もつ経済の構造的な問題であり，したがって一

種の宿命論的なものであったが，やや力点を変

え，実際には他の政策選択の余地があるにもか

かわらず天然資源の存在が選択を誤らせてしま

う可能性が強いというタイプの議論も存在する．

たとえばラニスは，近年における東アジアの成

功とラテンアメリカの失敗を対比させながら，

研　　究

途上国において本来生じるべき「経済システム

の漸進的な非政治化」（Ranis，1991，　p．66）のプ

ロセスが，豊かな天然資源の存在によってかえ

って妨げられると主張する．すなわち，天然資

源の輸出によって保護主義的な輸入代替政策の

持続が可能となり，その過程で政府と一部輸入

代替産業との「テーブルの下」での交渉によっ

て，消費者などの犠牲において同産業の利益を

保護するという不健全な状態が続くことになる．

逆に資源の貧しい国は，ブームとなるような商

品が存在せずオランダ病を経験しないために，

かえって資源が豊富な国に比べて閉鎖的貿易政

策をとることが少ない（Auty，2001b，　p．840）．

　あるいは，ギルファーソンら（Gylfason　θ’

α1．，1999）の議論も，この範疇に入るかもしれな

い．すなわち彼らは，他産業にくらべてそれほ

ど多くの人的資本を必要としない第一次産業部

門が強力であれば，政府は教育という公共財の

提供に消極的となるかもしれず，それが経済成

長に悪影響を及ぼす可能性があると主張する．

さらに，天然資源価格の特性である急激な変動

もまた，そのシグナルとしての効果を損なうこ

とによって，投資政策を誤らせる可能性がある．

たとえば，ブーム時にスタートした大規模な公

共投資プロジェクトが，資源価格低下後にはま

ったく採算がとれ，なくなるといったケースであ

る（Gelb，1988，　pp．19－20）．

3．2　ロシア経済にとっての含意

　前項であげた5つの論理のそれぞれについて，

ロシア経済の長期的発展に対する含意を考えて

みよう．まず，第一の論理である価格の低下傾

向であるが，石油の場合，第1次石油ショック

直後をスタートにとれば明らかな低下傾向があ

るといえる．しかし，さらにそれ以前の価格を

考慮すれば，石油価格の長期的な趨勢は必ずし

も明白ではないように思われる．ガスについて

われわれがもっているのは，さらに短い期間の

データだけである．したがって，現在のわれわ

れにとって，石油やガスの長期的価格動向を予

測することは難しい．価格の問題で考えるべき

は，交易条件の悪化であるよりは，むしろオラ
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ンダ病の項で見たように，貿易収支の黒字によ

る為替レートの上昇傾向であるといえるだろう．

しかしそれでも，第五のロジックの項で触れた

ように，一次産品依存による単純な経済構造が，

何らかの急激な価格変動のような外的ショック

に対して脆弱であるのはたしかである．特に輸

出主導によって経済構造の多様化を図った途上

国は，二度にわたる過去の石油ショックに対し

ても強い抵抗力を見せた（Balassa，1985）．し

たがって，長期的な視点から，ロシア経済が資

源部門以外に競争力を持つ部門を育成しなけれ

ばならないという現在の政府の基本方針は，当

然のことながら正しい方向であろう．

　第二の「連関」理論との関連で注意すべきは，

前述したように，いわゆる財政連関である．し

たがって第二の論理は，結局のところレソトと

その分配に関する第三の論理に帰着することに

なろう．前に引用したハーシュマンは，資源部

門の財政連関が効果的であるかどうかは，政府

において，資源産業に対して適正に課税する能

力，および財政収入を効果的に投資しうる能力

の二つの能力がともに備わっているかどうかに

かかっていると強調している（Hirschman，

1981，pp．68－70）．また第五のロジックである

政策の失敗で強調されるのは，一部産業の保護

政策の継続や公共投資政策の失敗など，結局の

ところ政府によるレソトへの対処にかかわる問

題といえよう．こうした問題については，以下

で項をあらためて論じることとしよう．第四の

オランダ病は，のちに述べるように，ロシアに

とってすでに現実の問題となりつつあるようだ．

これについても以下で，別に論じよう．結局，

「呪い」仮説を説明するロジックの中でロシア

経済にとって大きな意味をもつと思われるのは，

国家によるレソトの処理をめぐる問題と，オラ

ンダ病の問題の二点に集約されるように思われ

る．

3．2．1　レソトの吸収と分配

　ロシア経済を念頭におきながらレソトの吸収

と分配の問題を考える際の手がかりとして，ま

ずラルとミントによる国家のタイポロジーをと

りあげてみよう（Lal＆Myint，1996，　pp．260一
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277）．彼らはまず，国家を，政府がそれ自身の

目的を持つ「自律国家」と，政府が社会の一部

集団の利益代理人として行動する「党派国家」

に大別する．前者はさらに，三つのタイプに分

類される．すなわち，「慈悲深い独裁国家」，「絶

対主義的略奪国家」，および「官僚的＝権威主義

的略奪国家」である．また党派国家は，「オリガ

ルヒー的党派国家」と「民主主義的党派国家」

に分けられる．自律国家のうち，慈悲深い独裁

国家が目的とするところは，社会的厚生の最大

化であるのに対して，略奪国家が目的とするの

は，政府メンバーの（絶対主義的略奪国家の場

合は独裁的指導者の，官僚的＝権威主義的略奪

国家の場合は官僚層の）利益の最大化である．

　このようなラルとミントの国家モデノレ論をロ

シアの現実に当てはめると，次のようにいえる

のではなかろうか．すなわち，エリツィン時代

のロシアは，ここでいうオリガルヒー的党派国

家であり，政府はオリガルヒーの利益を代表し

ていた．しかしプーチン政権となってその性格

が大きく変化した．プーチンは，ロシアの国家

目標としてその経済発展を掲げ（すなわち，自

律国家となり），石油企業オーナーなどの新興

成金を弾圧する一方で，たとえばガスプロムに

腹心を送り込むなど，エネルギー産業に対する

国家の関与を強めた．少なくともプーチン自身

の意識の中では，「慈悲深い（独裁）国家」を目指

しているようにも思われる14）．

　しかし，このような国家体制が経済発展を実

現する上での問題点として，特に二つの事柄を

指摘したい．第一点は，その官僚体制にかかわ

る．かりにプーチンあるいはそれに代わる新た

な大統領が「慈悲深い独裁者」であるとしても，

政策を担当する官僚が追求する利益が国家目標

を損なうことになれば，目標の実現は難しい．

ロシアの官僚は，たとえばマックス・ウェーバ

ーが描き出したような，近代資本主義の発展と

ともに出現した合理的で中立的な官僚とは異な

っており（Volkov，2000），だからこそ統制が緩

むと腐敗が横行する（栖原，2001）．官僚に経済

発展を促すような行動へと向かわせるものは，

たとえばノースが強調しているような政治的イ
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デオロギーであるかもしれないし（ノース，

1994，第3章），あるいは官僚が租税ベースを自

分自身の稼得の源泉と認識し，その増大に努め

ることであるかもしれない．しかし一般に，官

僚の私的利益追求と経済発展を促進するような

公共財の提供を両立させることは容易ではなく，

それが，たとえばロバート・ベーツの，アフリ

カ経済発展に対する留保，あるいは悲観論の根

拠になっている（Bates，1988，　p．244）．

　第二の論点として指摘したいのは，分配の公

平性の問題である．いかに「慈悲深い独裁者」

といえども，飛び地である鉱業とその関連部門，

およびその他の部門に二極化する傾向のある経

済において，公平な分配を実現するのは難しい

だろう．一方において，政府が資源産業を経済

発展のための資金源泉と認識して，同産業に対

して支配力を強め，また課税を強化するなどし

て一方的に収奪しようとすれば，企業は，現在

にもまして脱税や資金の海外での蓄積などによ

ってそれに対抗する可能性がある．あるいは，

エネルギー産業それ自体が政府を奪取し，かつ

てのオリガルヒー的党派国家の再現を狙うかも

しれ’ない．またこのような政府の態度では，海

外からの直接投資をひきつけることはできない

だろう．したがって中央政府は，資源産業から

一方的に発展資金を抽出するだけでなく，ある

程度の還：元を行なわなくてはならない．他方，

政府が資源産業を優遇すれば，資源産業とその

他の部門の二極化傾向がいっそう強まることに

なろう．すでにロシアは，社会主義から市場経

済への転換過程において，巨大な不平等を作り

出した15）．このような二極化傾向は，現在のと

ころは必ずしも資源産業とそれ以外の部門にぴ

たりと対応するものではないかもしれないが，

第一節の賃金の項で見たように，少なくともそ

の傾向はすでに存在する．政府は，レソトの吸

収とその分配について，難しいかじ取りを迫ら

れることになるだろう．

3．2．2　オランダ病の危険

　前述したとおり，現実の問題として，資源輸

出による為替レートの上昇は既に始まっている

と考えられる．この様子を示したのが，表5で

胃表5．ロシアの実質為替レート指数
1

年 実質為替レート指数

1992 100．0

1993 220．6

1994 224．5

1995 372．0

1996 381．5

1997 414．8 100．0

1998 211．1 509 100．0

1999 231．3 55．8 109．6

2000 268．6 64．7 127．2

2001 301．2 72．6 142．7

2002 295．2 71．2 139．8

注）　各年末時の指数．指数は，数字が大きくなると，ルーブル

　が切り上がることを意味する．二こでの実質為替レート指

　数とは，ルーブルの対米国ドル実質レート指数および対ド

　イツマルク（2002年は対ユーロ）の実質レートを計算した上

　で，両者を1：1のウェイトで幾何平均したもの．実質化に

　は，消費者物価指数を用いた．名目為替レートに関するデ

　ータの出所は，rocKoMc↑aT（1998b，　cTp．794；2002b，　cTp．664

　－665；2003a，　cTp．391），ロシアの消費者物価指数に関する

　データの出所は，rocKoMcTaT（1998b，　cTp．718；2003a，　cTp．

　338），また米国およびドイツ（ユーロ圏）の消費者物価指数

　に関するデータの出所は，OECD，〃αfηEooηo癬。∬η4加．

　’07ε，VariOUS　iSSUeS．

ある．この表によれば，ルーブルは1998年末

から2002年末までにおいて，およそ40％切り

上がった．そこで，ロシアにおけるさらなる為

替上昇の可能性をさぐるために，一国における

鉱物資源依存とその国の為替レートの評価水準

すなわち価格水準との実際の関係を，統計的に

検証してみよう．その際注意しなければならな

いのは，その国の所得水準の上昇とともに価格

水準も高くなるという強力な経験則（バラッ

サ＝サムエルソン効果）があることである（たと

えば，Ito　6’α1．（1999）を参照）．これを念頭に，

2000年における価格水準（米国の価格水準を1

とし，米国ドル表示の購買力平価為替レート／

現実の為替レートで測る）を，同年の一人あた

り実質所得水準と1990年間おける鉱物生産の

対GDPシェアによって説明する回帰を行なっ

た．その結果が次の式である16）．

PriceLevelOO＝0．25十2．58×10－5　GDPpcOO

　　　　　　（9．93）＊＊　（14．86）＊＊

　　　　　　十3．09x10－3Mining／GDP90

　　　　　　　（2．25）＊

　N＝128，自由度修正済み1～2＝0．6366
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　回帰結果はまずまずであり，また鉱物生産比

率の係数は，予想通りプラスであった．すなわ

ち鉱物生産比率の上昇は，物価上昇と連動して

いることがわかる．回帰式の仮定とは若千異な

るが，この式に，世界銀行によるロシアの2000

年の購買力平価一人あたりGDP（6760ドル），

2000年の鉱物生産比率（15％と想定）を入れる

と，予測価格水準はα47となり，同年の実際の

価格水準0．26よりもかなり高い．これはつま

り，ロシアの現在の為替レートが，平均的な水

準よりもかなり低く，したがって近い将来にお

いてかなりの上昇余地があることを意味する．

　資源国が為替レートの上昇を防ぐことに成功

した近年の例としては，インドネシアを挙げる

ことができる．少なくとも1980年代までのイ

ンドネシアは，二度目石油ショックによって増

大した石油収入を有効に使ったと評価されるが，

その成功の大きな要因となったのが，3度にわ

たる為替切下げ措置や財政引締めを含む実質為

替レートの上昇抑制策であった．ブーム前の

1970－72年を100とした1984年におけるイン

ドネシアの実質実効為替レートは91．5と，むし

ろ8．5％切り下げられた水準であったという

（Gelb，1988，　p．79；Gelb＆Glassburner，1988，

P．211）．

　上で見たように，ロシアの通貨は現在，一般

的な水準に比べてかなり過小に評価されている．

この原因として，すでに第1節で見たように，

エネルギー価格を含む公共価格が，社会主義時

代からの遺産として，現在でもかなり割安に設

定されていることが挙げられる．現在のところ，

エネルギー国内価格の国際価格への引き上げが，

ロシアのWTO加盟の条件になっていると報

道され’ている．しかし，エネルギー価格の急激

な引き上げは，一般市民に大きな影響を与える

ばかりでなく，ロシアの産業のコストを大きく

引き上げ，その国際競争力を損なうこととなろ

う．エネルギーの効率的利用のために価格の引

き上げが必要なのは明らかであるが，このよう

な価格引き上げには，慎重な態度で望まなけれ’

ばならない．さらには，ロシアは現在のような

ブームが去ったときに対して十分な備えをもた
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なくてはならない．2003年に創設された原油

輸出税を原資とする安定化基金は，このような

趣旨にかなうものである．

4．結論

　以上見てきたように，豊富な天然資源の存在

は，たしかにロシアが経済危機から回復する際

の原動力となった．しかし同時にまたそれは，

ロシア経済に長期的な災厄をもたらす可能性も

あわせ持っている．．したがってロシアは，以下

の点に十分な考慮を払う必要がある．まず第一

に，少なくとも短期的には，天然資源はロシア

にとっての大きな財産である．したがって，よ

り効率的な生産を行なわなければならず，政府

はそれを支えるための投資も積極的に行なうべ

きである1η．しかし第二に，長期的な発展を達

成するためには産業部門の多様化が必要であり，

そのため何らかの形での産業政策が必要になる

だろう．政府はそのための資金を，公正なルー

ルに基づいて資源産業から獲得しなければなら

ない．特に近い将来において，為替の上昇すな

わち物価水準の上昇が予想されるのであるから，

これは焦眉の問題といえよう．また第三に，長

期的な経済発展政策を立案し実行していくため

には，有能で腐敗していない官僚層の存在が不

可欠である．残念ながらロシアは，この点で特

に問題があるように思われる．さらに第四に，

現在のロシアにおける価格水準の低さは，石

油・ガスを含めたエネルギー部門製品の政府に

よる価格規制によるところが大きいと思われる．

たとえばWTO加盟を急いだ場合には，現在の

ロシア産業がもっている競争力の源泉である価

格水準の低さが急速に失われる可能性がある．

長期的に見れば，価格の自由化は不可避である

が，規制の廃止は徐々に行なう必要があろう．

　ロシアが一般の途上国と異なるのは，ロシア

がその社会主義の時代においてまがりなりにも

工業化を達成したために，国内に膨大な，しか

も多くの場合国際競争力を持たない工業部門の

資本ストックを持っているということである．

おそらくこれ，は，これからロシアがその生産構

造を多様化させようというときにあたって，事
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態をさらに複雑化させる要因となるであろう．

このことを考慮し，全体として慎重に生産構造

の改革を進めるべきであると思われ，る．

　　　　　　　　　　　　　　（日本大学経済学部）

　注

　1）　これらの大企業とは，2002年目原油生産量の順

に，ルクオイル，ユコス，スルグトネフチェガス，チ

ュメニ石油（TNK），シブネフチ，タトネフチ，スラヴ

ネフチ，ロスネフチ，シダンコ，バシネフチである．

また2003年夏には，TNKとブリティッシュ・ペト
ロリアムによる合弁企業TNK－BPが操業を開始した．

上記企業中のユコスとシブネフチの合併は破談に終わ

ったが，このような大手企業の数は今後10年で，合併

などによって半減すると予想される（JIHyXTO，2003，

CTP．138）．

　2）　最近の「ユコス事件」も，その根本的な原因は，

公正さを欠いた民営化プロセスにあったといえるだろ

う．ロシアの民営化については，たとえばゴールドマ

ン（2003）を参照せよ．

　3）　「生産物税」とは，生産された生産物とサービス

の価値に直接依存する税で，具体的には，付加価値税，

物品税，輸出税，輸入税等をいう（FocKoMcTaT，1996a，

CTP．163－164）．それから補助金を差し引いたものが，

純生産物税である．

　4）　「その他の生産税」とは，企業が負担する固定資

産税，各種認可・使用料など，生産量と収益に依存し

ない税を指す（FocKoMcTaT，1996a，　cTp．163－164）．

　5）2002年の税制改正で，従来の石油・ガス物品
税。地質税・天然資源使用料が，課税の簡素化のため

に鉱物資源採取稚に一本化された．

　6）利潤税率は，1999年3月に35％から30％へ，
さらに2002年1月に24％へと引き下げられた．少な
くとも1999年の引き下げは，実質的には石油企業に

は意味が無かったといわれる．というのは，1990年忌

においては，企業には，生産や収入をベースとする他

の租税賦課によって，課税されるべき所得がもはや残
されていなかったからである（N3A，2002，　CTP．95）．し

かしながら，ブエルとポルノブによれば，導入された

鉱物資源採取税は，環境を保全するという観点からす

ると不十分で，別のタイプの租税の導入が必要である
とし、う（Byep　H　rlopyHoB，2003）．

　7）資源産業は，事業の立ち上げに巨額のコストが
かかり，コストの清算が長期にわたるため，当初の利

潤の出ない段階での課税は避けることが望ましく，そ

うでないと，この部門への長期的投資が行なわれにく

くなる．この意味から，とりわけ同部門には，生産や

収入をベースとするのではなく利潤をベースとする課

税が必要となる．

　8）　もっと正確にいえば，ステープル理論は，主役

となる複数の一次産品をスイッチさせることによって

もたらさせる連続的な成長プロセスをモデル化したと

いえよう．それはまた，カナダや米国などの天然資源

に恵まれた諸国の経済発展過程に適合したものであっ

た．同理論については，たとえばワトキンス（Wat・

研　　究

　kins，1963）を見よ．

　　9）　オーティ（Auty，2001a）は，1970年における一

　人あたり農地が0．3ヘクタール以下の国を資源の乏し

　い国，そうでない国を資源の豊かな国と定義している．

　ただし，農地の豊富な国と鉱物資源の豊富な国は，か

　なりの部分が重なり合う．

　　10）表4に，ロシア（ソ連）は含まれていない．ロ

　シアは現在においても，国連が勧告する国際標準産業

　分類（ISIC）とは異なる産業分類を用いているので，

　GDP中の鉱業のシェアを明確にすることができない．
　ISICによる鉱業には，石油精製は含まれない一方，石

　油ガス採掘の他に，石炭やその他の燃料の採掘，鉄・

　非鉄鉱石の採掘などが含まれる．少なくとも2000年
　のロシアにおいて，こうした分野の付加価値生産シェ

　アは，GDPの10％をゆうに超えていると思われる．
　　11）　たとえば，カディントンとウルツア（Cuddin－

　gton＆Urzua，1989）は，1900－1988年における燃料を

　除く24におよぶ一次産品価格の平均指数の，製造業
　製品平均価格指数に対する比は，統計的に有意な下降

　トレンドを示していないと主張しているのに対し，ブ

　リーニーとグリーナウェイ（Bleaney＆Greenaway，
　1993）は，同様のデータを使って，同じ比率について年

　率0．7％程度の低下傾向を見出している．また総括的

　な議論については，サプスフォードとバラサブラマニ

　アム（Sapsford＆Balasubramanyam，1994）を参照の

　こと．

　　12）　このような考え方の萌芽は，すでに前述のシ

　ンガーに見られるように思われる．そこでは，海外か

　らの直接投資が国内経済の成長を助けるためには，投

　資によって生まれた産業が，「国内経済に十分吸収さ

　れること」の重要性が強調されている（Singer，1950，

　P．485）。

　　13）　取引費用と経済発展との関連については，た

　とえばノース（1994）を参照．

　　14）　ラルとミントは，「慈悲深い独裁国家」の例と

　して，1950年代ないし60年目から1980年代半ばまで
　の，香港，シンガポール，マラウイを，また「オリガ

　ルヒー的党派国家」の例として，同時期のコロンビア，

　ペルー，マダガスカルを挙げている（Lal＆　Myint，

　1996，pp．274－275）．

　　15）　ロシア公式統計によれば，分配の集中度を表

　わすジニ係数は，所得について1991年の0．260から，

　1993年にほぼ0．398に跳ね上がり，その後現在までほ

　ぼ0．4という状態が続いている（r㏄KoMcTaT，1998b，

　cTp．223；2003a，　c叩．107）．支出に関してはさらに集

　中が進んでおり，2000年で0．456となっている
　（World　Bank，2003，　p．66）．

　　16）　データ出所は，図1の回帰と同様，国連の
　勘だ。ηαぬ4600吻’s8鰯ゴs’ゴ63」伽初・4国画9α’θsαπげ

　Dθ瓶164　距∂16Sおよび世銀の砕bγ14　Dω8」ρρ初θ初

　1η4加∫o欝である．回帰式中の（）内はた値，（柳）は

　1％の有意水準で有意，（つは5％の水準で有意を示す．

　なお，期間や説明変数は異なるが，同趣旨の回帰が，

　サックスとワーナー（Sachs＆Warner，2001，　p．834）

　にある．

　　17）　現在の資源生産と利用に関する非効率性につ

　いて，フェドレンコとシンチェラは，「ロシアにおい
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て，国家資源に対する，率直にいって略奪的な関係が

見られるというのは，誰にとっても秘密ではない」と
批判している．（ΦeムopeHKo　H　CHMqepa，2003，　cTp．34）．
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